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配当方針の変更および剰余金の配当に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成30年5月11日開催の取締役会において、配当方針の変更および平成30年3月31日を基準日とする剰余

金の配当を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、変更後の配当方針は、平成31年3月期より適用いたします。 

 

１．配当方針の変更理由 

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと認識し、安定した配当の維持継続を基本方

針として、配当性向30%を指標とした業績に裏付けられた適正な利益還元に努めてまいりました。 

  この度、当社では、平成30年度を初年度とする3ヵ年中期経営計画「CI・J-3（Challenge ＆ Innovation・Joint）」

を策定いたしました。新たな中期経営計画では、成長性に重きを置き、高付加価値ビジネスを拡大し、真の技術

商社としてステップアップをすることを目指しております。 

  つきましては、新たな中期経営計画の策定にあわせて、今後の剰余金の配当に関する基本方針を、堅実性と成

長性を併せ持った「健全経営」を確実に推し進めていくため、将来の事業展開と企業体質の強化に必要な内部留

保を確保しつつ、配当性向を30%から35%に引き上げ、株主の皆様に対し当該事業年度の収益状況に応じた適正な

利益還元に努めるものと変更させていただきました。 

  

２．剰余金の配当 

(1)配当の内容  

 決定額 直近の配当予想 
（平成29年5月12日公表） 

前期実績 
（平成29年3月期） 

基準日 平成30年3月31日 同 左 平成29年3月31日 

1株当たり配当金 17円00銭 15円00銭 17円50銭 
（内、記念配当金2円00銭） 

配当金の総額 503百万円 ━ 527百万円 

効力発生日 平成30年6月6日 ━ 平成29年6月8日 

配当原資 利益剰余金 ━ 利益剰余金 

  



 
 

(2)配当の理由 
   当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと認識し、安定した配当の維持継続を基本方

針として、配当性向30％を指標とした業績に裏付けられた適正な利益還元に努めてまいりました。 
   平成30年3月期を最終年度とした3ヵ年中期経営計画「CI・A-3（Challenge ＆ Innovation・Action）」は、

最終年度の売上高は経営目標数値に届かなかったものの、経常利益は経営目標数値を達成し、5 期連続で過去最

高益を更新することができました。 
   これにより当期の期末配当金につきましては、直近の配当予想15円に2円を加え17円とさせていただきまし

た。第2四半期末の配当金15円とあわせた当期の配当金は、前期（記念配当金2円を含む）と同様に32円、配

当性向は30.2％となります。 
  
（参考）年間配当の内訳 

 1株当たり配当金 

基準日 第2四半期末 期末 年 間 

前期実績 
(平成29年3月期) 14円50銭 17円50銭 

（内、記念配当金2円00銭） 
32円00銭 

当期実績 15円00銭 17円00銭 32円00銭 

次期予想 
（平成31年3月期） 19円50銭 19円50銭 39円00銭 

 
以上 


